
　　　　　　　　法人種別･名称 （関連公益法人等） （関連公益法人等） （関連公益法人等） （関連公益法人等）

事項 社団法人　新技術協会 財団法人　全日本地域研究交流協会 財団法人　科学技術広報財団 社団法人　科学技術国際交流センター

関連法人の業務概要

科学技術に係わる産学官の交流、人材養
成等を通じて新技術に関する研究開発の
促進及び普及啓発の推進を図ることによ
り、科学技術の振興に寄与することを目
的とする。

全国各地域で行われる基礎研究等の円滑
な推進に不可欠な調査研究、研究支援事
業等を行うとともに、全国規模での研究
交流の促進を図り、地域における科学技
術の推進に寄与することを目的とする。

科学技術に関する広報啓発を行い、もっ
てわが国科学技術の振興に寄与すること
を目的とする。

科学技術分野における内外の交流の促
進、科学技術分野の研究及び研究者への
助成並びに科学技術分野の研究の促進を
行うことにより、科学技術の振興を図る
とともに、国際社会に貢献することを目
的とする。

関連公益法人等の受取補助金等（国
等）とその他の収益の金額

受取補助金　　　　　　　　　0円
その他の収益　　　192,334,445円

受取補助金　　　　　1,000,000円
その他の収益　　　121,798,226円

受取補助金　　　　　　　　　0円
その他の収益　　1,324,508,104円

受取補助金　　　　　　　　　0円
その他の収益　　　367,722,791円

受取補助金　　　　　1,000,000円
その他の収益　　2,006,363,566円

所有株式数、取得価額、BS計上額 ― ― ― ― ―

関連公益法人等の基本財産に対する出
えん、拠出、寄附等、運営費･事業費等
に充てるため負担した会費･負担金等

会　費　　　　　　100,000円 会　費　　　　　  600,000円 会　費　　　　　　100,000円 会　費　　　  　  600,000円 会費合計　　 　　　 1,400,000円

債権･債務の明細
債　権　　　　　　　　　0円
債　務　　　 　 3,039,380円

債　権　　 　　　　　   0円
債　務　　 　 　        0円

債　権　　　　　　　　　0円
債　務　　　　          0円

債　権　　　　　　　　　0円
債　務　   　　　       0円

債権合計　　　　　　　　　　0円
債務合計　　　　    3,039,380円

債務保証の明細 ― ― ― ― ―

総売上高･事業収入と独立行政法人の発
注等にかかる金額･割合（競争契約・公
募及び競争性のない随意契約の金額・
割合）

事業収入　　　181,763,164円
独法発注額　　 63,256,908円
　　　　　　　　　（34.8％）

  うち競争契約　61,975,062円(98.0%)
うち企画競争等         0円( - )
うち随意契約　         0円( - )

事業収入　　　106,579,000円
独法発注額　　 73,980,000円
　　　　　　　　　（69.4％）

 うち競争契約   73,980,000円(100%)
うち企画競争等          0円( - )
うち随意契約  　        0円( - )

事業収入　　1,309,778,024円
独法発注額　  832,039,629円
　　　　　　　　　（63.5％）

 うち競争契約   832,039,629円(100%)
うち企画競争等 　        0円( - )
うち随意契約   　        0円( - )

事業収入　　260,939,924円
独法発注額　122,384,000円

　　　　　　　　　（46.9％）
 うち競争契約　122,384,000円(100%)
うち企画競争等          0円( - )
うち随意契約　          0円( - )

事業収入合計　　1,859,060,112円
独法発注額合計　1,091,660,537円
うち競争契約　  1,090,378,691円
うち企画競争等  　          0円
うち随意契約　              0円

役員のうち独立行政法人の役職員経験
者の人数と氏名（（）内は独立行政法
人での最終職名、＜＞内は特殊法人で
の最終職名）

2名
専務理事　越野徹（開発企画調整室長）

理事　髙園武治（審議役）

2名
理事長　沖村憲樹（顧問）
監事　角地省吾(審議役)

―

4名
会長　桑原洋（監事(非常勤)）
専務理事　國谷実（理事）
理事　岩崎健一（審議役）
理事　沖村憲樹（顧問）

 8名

役員についている退職公務員の状況 2名 9名 2名 13名

独立行政法人から関連法人への補助･取引等及び再就職の状況の概要（平成22年度）
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